
議案第１０号資料 
 

令和３年度 
南山城村一般会計補正予算（第１１号）概要 

 

 

議会費（△2,755 千円） 

 ・一般職員人件費（議会費）             △２，７５５千円 

 

総務費（70,835 千円） 

 ・総務一般事務経費                    ９６０千円 

 ・特別職員人件費                  △１，１６０千円 

 ・一般職員人件費（一般管理費）           △１，７７９千円 

 ・会計年度任用職員人件費（総務課）           △３５１千円 

 ・職員研修事業                      △８０千円 

 ・財政管理事業                      △１７千円 

 ・減債基金積立金                  ９１，２７２千円  

 ・会計管理事業                     △１２０千円 

 ・全国村有物件災害共済事務               △３５０千円 

 ・法定外公共物管理業務事業               △５００千円 

 ・庁舎等管理事業                  △５，０００千円 

 ・文化会館管理事業                 △２，４０２千円 

 ・道の駅管理事業                    △２８０千円 

 ・電算管理事業                   △２，０９６千円 

 ・バス管理事業                     △６７０千円 

 ・新交通推進事業                     △６２千円 

 ・魅力ある村づくり事業               △１，２７３千円 

 ・地方創生推進交付金事業                △３００千円 

 ・会計年度任用職員人件費（むらづくり推進課）    △１，１４３千円 

 ・人権問題等啓発事業                  △３７１千円 

 ・一般職員人件費（税務総務費）             △９１４千円 

 ・会計年度任用職員人件費（税財政課）           △７０千円 

 ・住民基本台帳社会保障・税番号制度事業       △１，００１千円 

 ・京都府知事選挙事業                  △５１０千円 

 ・衆議院議員選挙事業                  △８４０千円 

 ・各種統計調査事業                   △１０８千円 

 

民生費（△28,762 千円） 

 ・一般職員人件費（社会福祉総務費）         △３，８９３千円 

 ・会計年度任用職員人件費（保健福祉課）       △２，５６０千円 

 ・民生委員推薦会運営事業                △１３１千円 

 ・重度身体障害者訪問入浴サービス事業           △２０千円 

 ・身障更生医療給付事業               △１，００３千円 

 ・身体障害者手当給付事業                △１５０千円 

 ・重度心身障害者医療助成事業               １５０千円 



 ・自立支援法給付事業                △４，５００千円 

 ・地域生活支援事業                   △４００千円 

 ・認定調査関係事業                    △１３千円 

 ・敬老事業                        △４６千円 

 ・在宅ねたきり老人介護者支援事業              ５０千円 

 ・保健福祉センター管理事業                ６００千円 

 ・南山城村子育て世帯等生活支援給付金事業(コロナ分)   △９８６千円 

 ・南山城村子育て応援給付金事業             △５００千円 

 ・子育てのための施設等利用給付事業           △２９６千円 

 ・低所得者の子育て世帯に対する生活支援特別給付金支給事業  △６１０千円 

 ・児童手当支給事業                   △６６０千円 

 ・子育て世帯への臨時特別給付金事業         △１，５７０千円 

 ・一般職員人件費（児童福祉施設費）         △７，０４２千円 

 ・会計年度任用職員人件費（保育園）         △６，２０５千円 

 ・保育所運営事業                   １，０２３千円 

 

衛生費（△9,135 千円） 

 ・簡易水道事業特別会計繰出金（人件費分）        △１７９千円 

 ・簡易水道事業特別会計繰出金（人件費以外）     △６，０５８千円 

 ・合併浄化槽設置補助                △２，８９８千円 

 

農林水産業費（△27,076 千円） 

 ・一般職員人件費（農業総務費）             △３３１千円 

 ・会計年度任用職員人件費（産業観光課）       △２，０７４千円 

 ・農業施設管理運営事業               △３，８７７千円 

 ・農業総務事務事業                   △３９８千円 

 ・農業次世代人材投資事業               １，５００千円 

 ・茶振興対策事業                  △２，４０２千円 

 ・農業振興対策事業                   △８００千円 

 ・田舎暮らし推進事業                △８，１６０千円 

 ・野生鳥獣被害総合対策事業             △８，６４３千円 

 ・林業振興対策事業                 △１，８９１千円 

 

商工費（△4,511 千円） 

 ・観光推進事業                   △３，０００千円 

 ・月ヶ瀬口駅前整備事業               △１，０６８千円 

 ・新型コロナウイルス緊急対策事業            △４４３千円 

  

土木費（△59,404 千円） 

 ・会計年度任用職員人件費（建設水道課）         △１３１千円 

 ・道路台帳整備事業                   △４００千円 

 ・社会資本整備総合交付金事業            △１，０００千円 

 ・防災・安全社会資本整備交付金事業（道路）     △２８，３０９千円 

 ・道路維持補修事業                △２６，６５６千円 

 ・住宅・建築物耐震改修等整備事業          △２，９０８千円 

 

 



消防費（2,559 千円） 

 ・非常備消防活動事業                 ３，１１９千円 

 ・消防団員予防活動事業                 △５６０千円 

 

 

補正額合計      △５８，２４９千円 

 

 



令和３年度一般会計補正予算（第１１号）主要事項説明 

款（農林水産業費）・項（ 農業費 ） 

事 業 名 農業次世代人材投資事業 

予 算 額 １，５００千円 新規・継続の別 新規 

事業内容 

≪目的・趣旨≫ 

農業の担い手確保と後継者の育成を図るため、農業経営基盤強化

促進法の規定に基づき、青年等就農計画の認定を受けた新規就農者

を対象に、就農準備や経営開始時の早期経営確立を支援するため補

助金を交付する。 

 

≪事業概要≫ 

次世代を担う農業者となることを志向し、就農直後の経営を確立を

支援する資金(経営開始型(5 年以内))として補助金を交付する。 

*参考【主な交付要件】 

①認定新規就農者であること 

②経営開始５年目までに農業で生計が成り立つ実現可能な計画を 策定して

いること 

③経営を継承する場合、新規参入者と同等の経営リスク（新規作物の導入な

ど）を負うと市町村に認められること 

④人・農地プランに中心経営体として位置付けられている、又は農地中間管

理機構から農地を借り受けていること 

⑤原則、前年の世帯所得が６００万円以下であること 

*農業経営を始めて経営が安定するまでの最長 5 年間のうち、経営開始 1～3 年

目は年間 150 万円、4～5年目は年間 120 万円を定額交付。 

 

≪事業費の算出≫ 

【負担金補助及び交付金】 

  農業次世代人材投資事業       １，５００千円 

 

≪特定財源≫ 

農業次世代人材投資事業補助金     １，５００千円 

担当課 産業観光課 
 


